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４ 役付職員の調べ

（令和２年７月１日現在）

年 月

１　前年度指摘事項等に対する措置等

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員  計

備　　　　　考

定　　　　員

現　　　　員

過不足(△)

臨 時 職 員

非常勤職員

氏　　　　　　名
在職期間

備　　　　考

課長兼都市計画室長 前田　達美 1 3
継続勤務期間2年3ヶ月
（課長1年、兼都市計画室長1年3ヶ月)

職　　　　　名

課長補佐（技） 加藤　孝志 1 3

参事 藤井　優 1 3
継続勤務期間5年3ヶ月
（補佐4年、参事1年3ヶ月）

課長補佐（技）
（企画・県土強靭化担当）

吉川　達也 1 3
継続勤務期間3年3ヶ月
（係長2年、補佐1年3ヶ月）

課長補佐（技）
（企画・県土強靭化担当）

永田　茂雄 3
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   ５ 主な事業に関する調べ 

                                                                               （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

鳥取版河川・道路ボランティア促進事業 70,180 0 2,000 68,180 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

  県管理河川・道路等の維持管理ボランティア活動の推進を図るとともに、ボランティア活動による地域

活性化、地域づくり活動の促進のための支援を行う。 

（イ）事業の実施状況 

○支援制度の内容 

＜参画型ボランティア促進事業＞ 
   ・自主的な環境美化活動（清掃、除草）を行う団体を支援 
   ・奨励金 100 円／人・時間、草刈機経費 100 円／台・時間、上限 10 万円／年 
  ＜協働型ボランティア促進事業＞ 
   ・県との協定に基づく維持管理活動（伐開、植栽管理、歩道除雪等）を行う団体を支援 
   ・維持系：交付金 40 円／m2、上限 40 万円／年、除雪：交付金 20 円／m、上限 20 万円／年 
  ＜スーパーボランティア支援事業＞ 
   ・県、市町村との３者協定に基づく維持管理活動及び地域活性化につながる活動を行う団体を支援 
   ・交付金 40 円／m2、上限 60 万円／年 
   ・住民主体の簡易な施設設置に必要な原材料費等の支援（階段、堤防舗装等）、上限 50 万円／団体 
  ○活動実績等 
   ・登録団体数 ７２１団体 
   ・活動団体数 参 画 型 ： １６８団体（奨励金  ４，６９６千円） 
           協 働 型 ： ２５５団体（交付金 ５１，９６４千円） 
           スーパー ：  ２３団体（交付金 １０，５１４千円） 
              計      ４４６団体 

  

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  特になし 

 

ウ 成果及び効果 

  ・団体の意見等を踏まえながら制度の見直しや制度の広報活動を行っていること等により、ボランティ
ア活動が盛んになっている。 

 
   ＜ボランティア団体への交付額移＞ 

 令和元年度 ３０年度 ２９年度 

交付額 ６７，１７４千円 ６５，２９３千円 ６４，２８５千円 

                   

エ 課 題 

  ・ボランティア団体代表者会議等での制度拡充に関する意見等を踏まえ、河川・道路ボランティア促進
事業が将来にわたって持続的でより活動しやすい制度となるよう、制度拡充等にきめ細やかに対応して
いく必要がある。 
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（単位：千円）    

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

官民連携による鳥取県強靱化推進事業 415 0 0 415 

鳥取元気プロジェクト  

元気づくり総合戦略  

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

・いかなる自然災害が起こっても機能不全に陥らない安全・安心な社会経済システムを構築するため本県の強靭化を推

進するための指針となる「鳥取県国土強靱化地域計画」を平成28年3月に策定し、ソフト・ハードの両面から取組を

推進している。 

・平成30年の中間評価に併せて、地域計画策定後に発生した鳥取県中部地震や平成29年豪雪災害、熊本大地震や九州北

部豪雨により明らかとなった新たな課題を加えた脆弱性評価と、各KPIの進捗状況を踏まえ実効性を高めるための計

画の見直しを行い、平成31年3月に2018改定版を策定した。 

・また、県土の強靱化を推進するためには、国、県、市町村、民間のそれぞれの主体的な取組が必要であり、特に、危

険情報の伝達や自助・共助体制の確保等、地域防災力の向上を図る上で、市町村の地域特性に応じた取組が不可欠で

あることから、国土強靭化に関する情報提供を行ない市町村版地域計画の策定を推進している。 

 

（イ）事業の実施状況 

（1）鳥取県国土強靱化地域計画（2018改定版）の印刷製本 

（2）市町村版地域計画の策定支援 

・市町村の計画策定を促進するため、担当者会議及び内閣官房国土強靱化推進室による出前説明

会を開催し、強靱化に関する国の最新情報や計画策定支援などの情報共有を図った。 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

・特になし 

 

ウ 成果及び効果 

・関係機関に2018改定版の周知を図った。 

・令和2年3月に倉吉市および東部4町、中部4町が計画策定し、県内市町村の計画策定率が約47％から約9

5％（全国４位）に上昇した。 

                   

エ 課 題 

・現計画の最終年度となる令和２年度に、庁内ワーキング会議および有識者会議において推進状況を評価し、２期計画を策

定する。 

・引き続き市町村の地域計画策定と計画推進に向けた支援を行う。 
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（単位：千円）     

 
事   業   名 

 

 
決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

ICT・産官学民連携建設生産性向上事業 40,607 800 0 39,807 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

・建設産業は人口減少社会の中でもインフラ整備と機能確保により、他産業を含む地域経済活動を支えるとともに、

県内ＧＤＰ約７％、県内就労者数約８％を占める不可欠な産業である。 

・全国や県内の産業平均と比較して労働者の高齢化と減少が進んでいる中、建設現場におけるＩＣＴ等先端技術の活

用や住民参画とＩＣＴ等先端技術の活用による効率的な維持管理等による受発注者双方の働き方改革を実現すると

ともに、産官学連携により担い手の確保・育成を図り、持続的に地域の発展を支える「鳥取型建設生産体制」を構

築する。 

（イ）事業の実施状況 

○ ＩＣＴ活用による建設生産性の向上 

  ・ＩＣＴ活用試行工事及び３次元を活用した測量設計試行業務を実施し、受発注者双方の効果、課題の分析を行う

とともに、ＩＣＴ活用の普及拡大に向けた研修会を開催。 

   （試行業務が繰越となったため、効果検証業務も繰越により継続中） 

 ○ 維持管理の効率化 

  ・道路巡視業務の効率化に向け、鳥取大学が開発した維持管理システムへの基本情報入力及び報告フォームの改良

を行うとともに、住民協働によるインフラ点検の効率化に向け、インフラ点検診断を担う地域セミエキスパート

の養成講座を開催した。 

 ○ 担い手の確保・育成 

・産官学が連携した鳥取県建設分野担い手・確保育成連携協議会を設立し、高校生、大学生、既就労者等を対象と

した技術力向上研修、資格取得支援、魅力発信等の就職支援、離職防止、イメージ改善等に資する取組を実施し

た。 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  「特になし」 

 

ウ 成果及び効果 

・ＩＣＴ活用工事を１３件の工事で、３次元を活用した測量設計業務を５件の業務で試行し、効果、課題を検証。 

 ＩＣＴ活用工事：国道１７８号（岩美道路）改良工事（１工区）ほか１２工事 

 ３次元測量設計：泊谷川砂防新規事業化調査「測量及び予備設計業務」ほか４業務 

・地域セミエキスパート養成講座の試行により、通報から管理者側の対応手順やシステムの改善点など、今後の取組に向け

た具体的な課題を把握することができた。 

・鳥取県建設分野担い手・確保育成連携協議会の取組により、高校生等の建設産業に対する興味・関心が

高まるとともに、資格取得率が向上する等の成果が出始めている。 

 

エ 課 題 

 ・ＩＣＴ施工により丁張設置期間の削減など一定の効果が確認出来たが、施工で必要な３次元設計データの作成に期間を要す

などの課題があり、受注者からも工事発注前のデータ作成が望まれている。また、ＩＣＴ建機の普及が十分とは言いがたい

状況であり、受注者希望による試行が進まない状況。このため、ＩＣＴ活用工事の対象範囲の拡大、好事例の紹介などＩＣ

Ｔ活用の普及促進に向けた取組が必要。 

・土木インフラの効率的な維持管理を更に推進していくために、道路インフラを対象に鳥取大学との共同研究により開発して

いる維持管理システムについて、堤防等の河川インフラへも適用を拡大する必要がある。 

・建設分野におけるＩＣＴの普及や拡大等を踏まえ、機械、電気電子、情報科高校等への研修支援の拡大と、ものづくりの魅

力等をより早い時期から意識醸成するための小中学生を対象とした魅力発信が必要である。 
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（単位：千円）    

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

建設災害復旧費 6,128,454 3,927,511 2,122,000 78,943 

鳥取元気プロジェクト ― 

元気づくり総合戦略 ― 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   洪水・地震などの異常な天然現象により被災した河川・道路・海岸等の公共土木施設を復旧し、機

能回復を図ることにより県民の安全安心につなげる事業である。令和元年度は、主に７月の梅雨前線豪

雨及び１０月に発生した台風１９号等に伴う災害により被災した公共土木施設の復旧を実施した。 

   ＜令和元年発生災害（国庫負担法に基づく公共土木施設災害）＞ 

     被災箇所：県 ３箇所、市町村 ３箇所 

     復旧事業費：県 ２１８百万円、市町村 ３５百万円 

 

（イ）事業の実施状況 

 令和元年発生災害の内、令和元年度中の着手率（初年度契約率）は１００％（県分）。復旧工事費 

２１８百万円（県分）の内、現年執行６２百万円、次年度以降１５６百万円である。 

    ＜公共土木施設災害の推移＞                      （県・市町村工事） 

 Ｈ２７年災 Ｈ２８年災 Ｈ２９年災 Ｈ３０年災 Ｒ０１年災 

箇所数 ２ １３４ １９８ ６７８ ６ 

査定額（百万円） ６２６ １，９６５ ２，７０６ １２，５７２ ２５３ 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

   県内コンサルタントの知識・技術向上を図るため、（一社）県測量設計業協会主催の災害復旧研修 

に県の担当職員が講師となり、技術向上に取り組んでいるところである。 

  また、新たに県・市町村職員及び建設コンサルタント職員と合同で査定資料作成研修を実施し、

より実践的な技術力を身につけるよう取り組んだ。 

 

ウ 成果及び効果 

  令和元年度は、応急工事や復旧工法について、国土交通省防災課に事前相談するなどし、手戻りが生

じないよう適切かつ迅速な対応を行い、災害査定を円滑に実施することができた。また、これまでに実

施した研修等により、災害査定や工事等の速やかな実施につなげ、早期復旧を進めることができた。 

                   

エ 課 題 

  令和元年度は例年に比べ、災害が少なく、復旧工事も速やかに着手できた。しかし、近年の異常気象

から平成３０年のような大規模災害が発生する恐れが高まっており、より迅速かつ効率的に対応できる

よう体制づくりを行っていくとともに建設関係の協会等と連携を図っていく。 
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0
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0
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い
た

が
、

概
要

版
は

各
自

印
刷

で
対

応
す

る
こ

と
と

し
印

刷
を

取
り

や
め

た
こ

と
（
△

1
6
9
千

円
）
。

又
、

本
編

の
印

刷
費

が
見

込
よ

り
安

価
と

な
っ

た
こ

と
に

よ
る

（
△

3
9
0
千

円
）
。

土
木

防
災

管
理

費

　
発

災
時

に
備

え
て

機
器

等
の

体
制

を
整

備
し

た
ほ

か
、

災
害

対
策

車
の

維
持

管
理

費
等

に
要

し
た

経
費

を
負

担
し

た
。

（
△

2
3
,3

4
9
）
の

う
ち

、
（
△

1
7
,2

6
9
）
は

企
画

調
整

費
へ

（
△

6
,0

8
0
）
は

被
災

宅
地

危
険

度
判

定
士

養
成

事
業

へ
流

用
。

鳥
取

県
版

！
土

木
防

災
・
砂

防
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
推

進
事

業

災
害

時
の

迅
速

か
つ

適
切

な
対

応
が

で
き

る
応

援
体

制
を

整
え

た
。

土
木

防
災

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
登

録
、

公
共

土
木

施
設

の
点

検
等

を
行

っ
た

。
（
不

用
理

由
）
裏

山
診

断
等

の
活

動
に

関
し

て
地

元
住

民
か

ら
の

要
請

が
少

な
か

っ
た

こ
と

に
よ

る
も

の
。

（
△

2
8
,3

7
6
）
は

企
画

・
調

整
費

へ
流

用

　
災

害
復

旧
事

業
等

の
補

助
制

度
の

対
象

と
な

ら
な

い
災

害
に

つ
い

て
、

自
治

会
等

が
復

旧
の

た
め

に
負

担
す

る
経

費
補

助
（
間

接
補

助
）
を

行
っ

た
。

　
（
不

用
理

由
・
執

行
率

５
０

％
以

下
の

理
由

）
令

和
元

年
度

は
例

年
よ

り
発

生
災

害
が

少
な

く
、

申
請

件
数

が
少

な
か

っ
た

た
め

。

被
災

宅
地

危
険

度
判

定
士

養
成

事
業

被
災

宅
地

危
険

度
判

定
士

の
登

録
・
養

成
・
訓

練
、

他
都

道
府

県
や

市
町

村
等

と
の

連
携

や
体

制
の

整
備

、
判

定
事

例
の

収
集

等
を

行
う

。
（
6
,0

8
0
）
は

土
木

防
災

管
理

費
か

ら
流

用
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0
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県

土
整

備
部

発
注

の
公

共
工

事
予

定
価

格
の

基
礎

と
な

る
労

務
・
資

材
等

の
市

況
価

格
調

査
を

行
っ

た
。

（
△

1
,6

4
0
,0

0
0
）
の

う
ち

（
△

1
1
0
,0

0
0
）
は

電
算

化
運

営
費

へ
、

（
△

1
,5

3
0
,0

0
0
）
は

現
場

技
術

支
援

業
務

費
へ

流
用

。

（
主

）
ＩＣ

Ｔ
・
産

官
学

民
連

携
建

設
生

産
性

向
上

事
業

主
な

事
業

に
記

載
。

（
6
,0

4
5
,0

0
0
）
の

う
ち

（
4
,5

0
0
,0

0
0
）
は

事
業

化
検

討
基

礎
調

査
費

か
ら

、
（
1
,0

4
5
,0

0
0
）
は

現
場

技
術

支
援

業
務

か
ら

、
（
5
0
0
,0

0
0
）
は

官
民

連
携

に
よ

る
鳥

取
県

強
靭

化
推

進
事

業
か

ら
流

用
。

［
単

県
公

共
］

現
場

技
術

支
援

業
務

費

　
積

算
業

務
等

の
一

部
を

外
部

委
託

す
る

と
と

も
に

、
監

督
業

務
及

び
積

算
業

務
の

補
助

を
行

う
非

常
勤

職
員

を
雇

用
す

る
こ

と
で

現
場

業
務

の
効

率
化

・
円

滑
化

及
び

若
手

技
術

者
の

育
成

環
境

の
確

保
等

を
図

っ
た

。
（
3
2
,1

9
1
,0

0
0
）
の

う
ち

、
（
△

1
,0

4
5
,0

0
0
）
は

IC
T
・
産

官
学

民
連

携
建

設
生

産
性

向
上

事
業

へ
、

（
1
,2

4
4
,0

0
0
）

は
事

業
化

検
討

基
礎

調
査

費
か

ら
、

（
1
,5

3
0
,0

0
0
）
は

技
術

調
査

費
か

ら
、

（
△

9
2
,0

0
0
）
は

企
画

調
整

費
へ

流
用

し
、

（
3
,5

8
6
,0

0
0
）
は

県
土

総
務

課
か

ら
所

管
換

配
当

。

［
単

県
公

共
］

技
術

調
査

費

［
単

県
公

共
］

事
業

化
検

討
基

礎
調

査
費

［
単

県
公

共
］

建
設

工
事

品
質

向
上

事
業

　
建

設
資

材
の

品
質

確
保

と
今

後
の

維
持

管
理

の
適

正
化

を
図

る
た

め
、

再
生

砕
石

及
び

再
生

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

合
材

の
実

態
調

査
を

実
施

し
た

。

目
　

　
　

　
計

現
場

技
術

支
援

業
務

監
督

業
務

及
び

積
算

業
務

の
補

助
を

行
う

非
常

勤
職

員
を

雇
用

す
る

こ
と

で
現

場
業

務
の

効
率

化
・
円

滑
化

及
び

若
手

技
術

者
の

育
成

環
境

の
確

保
等

を
図

っ
た

。
（
1
6
,2

5
7
,0

0
0
）
は

道
路

企
画

課
よ

り
所

管
換

配
当

目
　

　
　

　
計

（
執

行
率

５
０

％
以

下
の

理
由

）
　

突
発

的
な

事
業

に
つ

い
て

、
対

策
事

業
が

必
要

か
ど

う
か

を
緊

急
に

判
断

す
る

た
め

の
調

査
等

を
実

施
す

る
こ

と
と

し
て

い
た

が
、

事
案

が
生

じ
ず

調
査

等
は

実
施

し
て

い
な

い
。

（
△

6
,7

7
2
,5

4
6
）
の

う
ち

、
（
△

1
,2

4
4
,0

0
0
）
は

現
場

技
術

支
援

業
務

費
へ

、
（
△

4
,5

0
0
,0

0
0
）
IC

T
産

官
学

民
連

携
建

設
生

産
性

向
上

事
業

へ
、

（
△

1
,0

2
8
,5

4
6
）
は

企
画

・
調

整
費

へ
流

用
。

［
単

県
公

共
］

電
算

化
運

営
費

　
公

共
事

業
予

定
価

格
の

積
算

根
拠

作
成

を
目

的
と

す
る

「
新

土
木

積
算

シ
ス

テ
ム

」
及

び
事

務
の

効
率

化
・
迅

速
化

を
目

的
と

す
る

「
工

事
進

行
管

理
シ

ス
テ

ム
」
の

運
営

を
行

っ
た

。
（
1
1
0
,0

0
0
）
は

技
術

調
査

費
か

ら
流

用
。

鳥
取

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー
給

水
設

備
改

修
事

業
（
公

財
）
鳥

取
県

技
術

セ
ン

タ
ー

に
貸

し
付

け
て

い
る

鳥
取

県
建

設
技

術
セ

ン
タ

ー
の

給
水

設
備

の
改

修
を

行
っ

た
。

近
未

来
技

術
を

活
用

し
た

ひ
と

・
ま

ち
・
し

ご
と

創
生

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
近

未
来

技
術

等
社

会
実

装
事

業
）

先
端

技
術

や
IO

T
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

組
み

合
わ

せ
、

イ
ン

フ
ラ

維
持

管
理

シ
ス

テ
ム

や
、

建
設

生
産

シ
ス

テ
ム

を
構

築
し

、
建

設
生

産
体

制
を

維
持

で
き

る
仕

組
み

づ
く
り

を
行

う
。

（
不

用
理

由
）
シ

ス
テ

ム
全

体
の

機
能

等
に

つ
い

て
、

調
整

し
た

結
果

、
一

部
の

機
能

に
つ

い
て

、
構

築
す

る
シ

ス
テ

ム
の

効
果

に
基

づ
い

て
拡

張
す

る
こ

と
と

な
っ

た
た

め
、

こ
れ

に
要

す
る

事
業

費
が

不
用

と
な

っ
た

。

地
下

水
等

調
査

検
討

事
業

淀
江

産
業

廃
棄

物
処

分
場

計
画

地
に

お
い

て
、

地
下

水
の

流
向

等
を

把
握

す
る

た
め

、
資

料
収

集
や

現
地

調
査

等
の

予
備

調
査

を
実

施
し

た
。

（
△

5
4
5
,6

3
5
）
は

淀
江

産
業

廃
棄

物
処

理
施

設
計

画
審

査
室

へ
所

管
換

配
当

し
、

同
室

で
執

行
。
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0
)

6
8
6
,2

6
1
,0

0
0

△
 2

0
,9

0
9
,0

0
0

4
2
8
,8

3
7
,9

4
7

0
2
3
6
,5

1
4
,0

5
3

6
2
%

(9
,3

3
6
,3

0
1
,4

4
0
)

(△
 1

3
2
,5

3
3
,6

7
5
)

(5
,8

1
3
,6

2
4
,4

1
7
)

(3
,5

2
2
,6

7
7
,0

2
3
)

1
4
,1

3
9
,0

8
9
,4

4
0

△
 1

,3
1
3
,0

7
7
,0

0
0

7
,1

4
9
,5

1
4
,1

7
9

1
,3

9
9
,6

7
2
,7

6
5

4
,1

7
1
,2

5
9
,8

2
1

5
1
%

都
市

計
画

費
　

都
市

計
画

審
議

会
の

開
催

及
び

都
市

計
画

基
礎

調
査

を
実

施
し

た
。

単
独

災
害

復
旧

事
業

 異
常

な
自

然
現

象
に

よ
り

被
災

し
た

河
川

及
び

道
路

等
の

公
共

土
木

施
設

を
速

や
か

に
復

旧
し

、
機

能
の

回
復

を
図

っ
た

。
（
不

用
理

由
・
執

行
率

５
０

％
以

下
の

理
由

）
令

和
元

年
度

は
例

年
よ

り
発

生
災

害
が

少
な

か
っ

た
た

め
。

（
△

2
4
,0

0
0
,0

0
0
）
は

治
山

砂
防

課
に

所
管

替
配

当
差

引
残

額
が

マ
イ

ナ
ス

と
な

っ
て

い
る

の
は

、
治

山
砂

防
課

へ
所

管
換

配
当

し
た

事
業

を
技

術
企

画
課

で
繰

越
し

て
い

る
た

め
。

目
　

　
　

　
計

（
主

）
建

設
災

害
復

旧
事

業

主
な

事
業

に
関

す
る

調
べ

の
と

お
り

（
不

用
理

由
・
執

行
率

５
０

％
以

下
の

理
由

）
令

和
元

年
度

は
例

年
よ

り
発

生
災

害
が

少
な

か
っ

た
た

め
。

（
△

1
1
3
,9

7
4
,0

4
0
）
の

う
ち

、
（
△

6
4
,4

8
9
,0

0
0
）
は

河
川

課
に

、
（
△

4
9
,4

8
5
,0

4
0
）
は

治
山

砂
防

課
に

所
管

替
配

当

現
場

技
術

支
援

業
務

監
督

業
務

及
び

積
算

業
務

の
補

助
を

行
う

非
常

勤
職

員
を

雇
用

す
る

こ
と

で
現

場
業

務
の

効
率

化
・
円

滑
化

及
び

若
手

技
術

者
の

育
成

環
境

の
確

保
等

を
図

っ
た

。
（
1
0
,7

1
1
,0

0
0
）
は

河
川

課
よ

り
所

管
換

配
当

目
　

　
　

　
計

　
市

町
村

の
公

共
土

木
施

設
災

害
復

旧
事

業
が

適
正

か
つ

円
滑

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

指
導

、
連

絡
調

整
及

び
国

費
の

支
払

い
等

を
行

っ
た

。
　

（
執

行
率

５
０

％
以

下
の

理
由

）
令

和
元

年
度

は
例

年
よ

り
発

生
災

害
が

少
な

く
、

市
町

村
関

係
の

業
務

が
減

少
し

た
た

め
。

合
　

　
　

　
計

目
　

　
　

　
計

目
　

　
　

　
計

直
轄

災
害

復
旧

費
負

担
金

　
直

轄
管

理
の

公
共

土
木

施
設

に
係

る
災

害
復

旧
工

事
の

負
担

金
の

支
払

を
行

っ
た

。
（
不

用
理

由
）
補

正
時

に
冬

季
風

浪
な

ど
突

発
的

な
災

害
を

想
定

し
て

減
額

を
留

保
し

て
い

た
た

め
。
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８
　

予
備

費
の

充
用

調
べ

  
 

該
当

な
し

９
　

繰
越

関
係

調
べ

  
 

　
　

（
１

）
継

続
費

逓
次

繰
越

調
べ

  
 

　
　

該
当

な
し

　
　

（
２

）
 繰

越
明

許
費

調
べ

  
 

 （
単

位
：
円

）

国
庫

支
出

金
地

方
債

IC
T
・
産

官
学

民
連

携
建

設
生

産
性

向
上

事
業

2
0
,4

5
6
,0

0
0

7
,1

0
0
,0

0
0

0
2
,0

5
0
,0

0
0

0
5
,0

5
0
,0

0
0

近
未

来
技

術
を

活
用

し
た

ひ
と

・
ま

ち
・
し

ご
と

創
世

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
近

未
来

技
術

等
社

会
実

装
事

業
)

1
8
5
,1

2
8
,0

0
0

1
4
3
,8

6
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

7
1
,9

3
0
,0

0
0

7
1
,0

0
0
,0

0
0

9
0
0
,0

0
0

地
下

水
等

調
査

検
討

事
業

4
,6

3
7
,0

0
0

4
,0

9
1
,3

6
5

0
0

0
4
,0

9
1
,3

6
5

単
独

災
害

復
旧

事
業

費
1
1
4
,1

0
0
,0

0
0

2
8
,7

0
9
,4

0
0

5
6
6
,0

0
0

0
2
8
,0

0
0
,0

0
0

1
4
3
,4

0
0

３
０

年
建

設
災

害
復

旧
費

1
,9

3
8
,9

9
5
,0

0
0

1
,2

1
2
,0

2
4
,0

0
0

2
8
8
,0

0
0

8
0
8
,4

2
0
,0

0
0

4
0
3
,0

0
0
,0

0
0

3
1
6
,0

0
0

元
年

建
設

災
害

復
旧

費
4
5
3
,9

0
0
,0

0
0

3
,6

6
8
,0

0
0

2
2
1
,0

0
0

2
,4

4
6
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

1
,0

0
0

補
助

事
務

費
（
建

設
災

害
復

旧
費

）
1
0
2
,4

3
3
,0

0
0

2
2
0
,0

0
0

0
0

0
2
2
0
,0

0
0

合
　

　
　

　
　

計
2
,8

1
9
,6

4
9
,0

0
0

1
,3

9
9
,6

7
2
,7

6
5

1
,1

0
5
,0

0
0

8
8
4
,8

4
6
,0

0
0

5
0
3
,0

0
0
,0

0
0

1
0
,7

2
1
,7

6
5

　
　

（
３

）
事

故
繰

越
調

べ
  
 

　
　

　
該

当
な

し

１
０

　
収

入
証

紙
取

扱
額

調
べ

　

　
　

　
有

　
　

・
　

　
無

土
木

総
務

費

3
次

元
測

量
試

行
業

務
の

効
果

分
析

業
務

を
行

っ
て

お
り

、
対

象
と

し
て

い
る

試
行

業
務

の
繰

越
に

伴
う

も
の

。

シ
ス

テ
ム

開
発

業
務

に
つ

い
て

、
早

期
着

手
を

目
指

し
て

手
続

き
を

行
っ

て
い

る
が

、
関

係
機

関
と

の
調

整
に

時
間

を
要

し
、

年
度

内
の

完
了

が
困

難
に

な
っ

た
た

め
。

地
下

水
調

査
計

画
の

作
成

に
調

査
会

の
審

議
結

果
を

反
映

さ
せ

る
必

要
が

あ
る

が
、

審
議

、
取

り
ま

と
め

が
翌

年
度

に
渡

る
見

込
み

の
た

め
。

建
設

災
害

復
旧

費

災
害

復
旧

事
業

の
実

施
に

当
た

っ
て

は
、

早
期

着
工

・
早

期
完

成
を

目
指

し
て

事
業

を
行

っ
て

い
る

が
、

年
度

内
の

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
箇

所
に

つ
い

て
繰

り
越

す
も

の
。

補
助

事
務

費
対

象
事

業
の

繰
越

に
伴

う
も

の
。

科
目

事
業

名
金

額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

繰
　

　
越

　
　

理
　

　
由

既
収

入
特

定
財

源
未

収
入

特
定

財
源

一
般

財
源

10



1
1
　

現
金

の
取

扱
状

況

　
　

　
ア

　
現

金
取

扱
状

況

　
　

　
該

当
な

し

　
　

　
イ

　
つ

り
銭

の
状

況

　
　

　
該

当
な

し

１
２

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

計
2
8
9
.1

2
0

0
0

2
8
9
.1

2
0

増
加

H
H

減
少

H
H

計
9
,1

3
1
.4

6
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

0
0

9
,1

3
1
.4

6
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

合
計

9
,4

2
0
.5

8
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

0
0

9
,4

2
0
.5

8
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

計
3
0
9
.8

7
8
,2

1
4
,4

8
0

0
0

3
0
9
.8

7
8
,2

1
4
,4

8
0

増
加

H
H

減
少

H
H

計
3
,1

6
1
.1

9
9
3
3
,9

6
2
,0

0
0

0
0

3
,1

6
1
.1

9
9
3
3
,9

6
2
,0

0
0

合
計

3
,4

7
1
.0

6
9
4
2
,1

7
6
,4

8
0

0
0

3
,4

7
1
.0

6
9
4
2
,1

7
6
,4

8
0

　
　

ウ
　

山
　

林

　
　

　
　

該
当

な
し

　
　

エ
　

不
動

産
売

却
等

　
　

　
　

　
該

当
な

し

　
　

オ
　

財
産

の
交

換
　

　
　

　
該

当
な

し

　
ク

　
無

体
財

産
権

（
特

許
権

、
著

作
券

、
商

標
権

、
実

用
新

案
件

等
）

　
　

　
該

当
な

し

　
ケ

　
有

価
証

券
　

　
　

　
該

当
な

し

9
3
3
,9

6
2
,0

0
0

0
0

3
,1

6
1
.1

9

本
年

度
末

備
　

考

1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

（
令

和
２

年
３

月
３

１
日

現
在

）

9
,1

3
1
.4

6

3
0
9
.8

7
8
,2

1
4
,4

8
0

普
通

財
産

3
,1

6
1
.1

9

（
内

訳
）

本
年

度
異

動
状

況

行
政

財
産

行
政

・
普

通
財

産
の

期
間

名
又

は
施

設
名

等
所

　
　

在
　

　
地

前
年

度
末

不
明

本
年

度
異

動
状

況

9
,1

3
1
.4

6
1
9
4
,5

5
6
,0

0
0

普
通

財
産

0
0

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末

　
　

イ
　

建
　

物

行
政

・
普

通
財

産
の

期
間

名
又

は
施

設
名

等

行
政

財
産

3
0
9
.8

7

（
内

訳
）

（
令

和
２

年
３

月
３

１
日

現
在

）
本

年
度

末
備

　
考

不
明

2
8
9
.1

2

（
内

訳
）

2
8
9
.1

2

（
内

訳
）

8
,2

1
4
,4

8
0

9
3
3
,9

6
2
,0

0
0
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コ
　

出
資

に
よ

る
権

利
　

前
年

度
末

本
年

度
末

（
数

量
、

金
額

）
増

減
（
数

量
、

金
額

）

円
円

円
円

1
,0

0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0
,0

0
0

 （
２

）
金

券
類

の
保

有
状

況

ア
　

金
券
の
保
有
状
況

　
　

有
　
　
・
　
　
無

イ
　

タ
ク
シ
ー
チ
ケ
ッ
ト
の
受

払
状
況

 （
３

）
基

　
金

　
　

該
当

な
し

 
(
４

)
 
債
　
権

金
　

　
額

件
　

数
金

　
　

額
件

　
数

金
　

　
額

件
　

数
金

　
　

額
件

　
数

普
通

財
産

貸
付

円
円

円
円

6
,0

0
0

1
3
,0

0
0

3
,0

0
0

1

普
通

財
産

貸
付

1
,5

0
0

1
1
,5

0
0

1
0

0

普
通

財
産

貸
付

0
0

1
8
,0

0
0

1
1
8
,0

0
0

1

合
　

　
　

計
7
,5

0
0

2
1
8
,0

0
0

1
4
,5

0
0

1
2
1
,0

0
0

2

西
日

本
電

信
電

話
へ

の
電

柱
貸

付

中
国

電
力

へ
の

電
柱

貸
付

中
国

電
力

株
式

会
社

倉
吉

営
業

所
へ

の
電

柱
貸

付

債
 権

 の
 名

 称
前

　
年

　
度

　
末

本
　

　
　

年
　

　
　

度
　

　
　

中
本

　
年

　
度

　
末

備
　

考
増

減

1
1
,0

0
0
,0

0
0

2
4

（
令

和
２

年
３

月
３

１
日

現
在

）

（
令

和
２

年
３

月
３

１
日

現
在

）

前
年
度
末
未
使
用
枚
数

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

本
年

度
末

備
　

　
　

考
購

入
枚

数
使

用
枚

数
及

び
金

額

1
2
3

合
　

　
計

1
1
,0

0
0
,0

0
0

（
公

財
）
鳥

取
県

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

（
公

財
）
区

画
整

理
促

進
機

構

（
公

財
）
鳥

取
県

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

（
公

財
）
区

画
整

理
促

進
機

構

0
0

（
令

和
２

年
３

月
３

１
日

現
在

）

区
　

　
分

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

法
　

人
　

名
備

　
　

　
考

枚
枚

枚
枚

4
3
3
0
円

12



１
３

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
　

（
１

）
　

土
地

及
び

建
物

　
　

ア
　

土
　

　
地

貸
付

（
使

用
許

可
）
先

単
価

本
年

度
の

貸
付

（
使

用
）
料

住
　

　
　

　
　

所
氏

　
　

　
　

　
名

月
額

・
年

額
文

書
ＩＤ

（
新

規
・
更

新
）

計
0

年
額

文
書

ID
：
1
9
-
0
0
1
3
1
6
5
8

8
7
5

年
額

文
書

ID
:1

9
-
0
0
1
3
1
7
0
7

8
7
5

計
1
,7

5
0

合
計

1
,7

5
0

　
　

イ
　

建
　

　
物

  
  
  
  
該

当
な

し

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

期
　

　
　

間

貸
付

（
使

用
）
料

　
（
円

）

備
　

考
行

政
 ・

普
通

財
産

の
区

分

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

目
　

　
　

的
所

　
　

在
　

　
地

数
量

又
は

面
積

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

行
政

財
産

普
通

財
産

配
電

線
施

設
倉

吉
市

福
庭

町
２

丁
目

２
３

番
地

コ
ン

ク
リ

ー
ト

柱
２

本
（
共

架
設

備
）

R
1
.9

.1

配
電

線
施

設
倉

吉
市

福
庭

町
２

丁
目

２
３

番
地

コ
ン

ク
リ

ー
ト

柱
２

本
（
共

架
設

備
）

R
1
.9

.1
倉

吉
市

駄
経

寺
町

中
国

電
力

（
株

）
倉

吉
営

業
所

R
1
.9

.1
R

1
.9

.1
～

R
2
.3

.3
1

広
島

県
広

島
市

中
区

小
町

４
番

３
３

号
中

国
電

力
（
株

）

R
1
.9

.1
R

1
.9

.1
～

R
2
.3

.3
1
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（
２

）
　

物
品

（
1
品

の
取

得
価

格
が

１
０

０
万

円
以

上
の

も
の

）

単
価

本
年

度
の

貸
 付

 料

合
　

　
計

0

１
４

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

　
　

　
該

当
な

し

１
５

　
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ

　
　

　
該

当
な

し

１
６

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
　

　
該

当
な

し

　
　

　
該

当
な

し

１
８

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

　
　

　
　

　
有

　
　

・
　

　
無

　
　

　
　

有
　

　
・
無

１
９

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ

　
該

当
な

し

貸
付

料
（
円

）

- - -

数
量

貸
付

期
間

1 1 1

H
2
9
.4

.1
～

R
5
.3

.3
1

〃 〃

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

（
２

）
　

物
品

の
照

合

品
　

名
規

格
・
銘

柄
貸

　
付

　
先

使
用

場
所

貸
付

目
的

備
　

考
住

　
　

　
　

所
氏

　
　

　
　

名

圧
縮

試
験

機
島

津
製

作
所

（
株

）
C

C
H

－
２

０
０

０
K
N

S
無

償
倉

吉
市

福
庭

町
（
公

財
）
鳥

取
県

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

倉
吉

市
福

庭
町

（
公

財
）
鳥

取
県

建
設

技
術

セ
ン

タ
ー

建
設

資
材

試
験

・
調

査
等

圧
縮

試
験

機
J
T
ト

ー
シ

ー
（
株

）
２

０
０

K
N

〃
〃

〃

１
７

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

〃

〃
〃

マ
ル

ト
ー

　
M

C
４

３
０

切
断

機
〃

〃
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該当なし

該当なし

○　意見、要望等
　　（１）業務に関する要望等

　　（２）監査委員事務局に対する意見・要望等

15


